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研究成果の概要（和文）：本研究の結果、民事執行手続により物的担保を実行することには、債務者と担保権者
との間の利害調整と、担保権者と他の債権者等との間の利害調整とを、いずれも適切に行うことを可能とする意
義があることが明らかとなった。またその一方で、民事執行手続によらずに物的担保を実行する場合にも、これ
らの利害調整をいずれも適切に行うために裁判所の関与を認めることが望ましいことも明らかとなった。そして
こうしたことは、倒産手続において、物的担保の民事執行手続による実行と民事執行手続によらない実行との区
別を相対化する考え方と結びつくものである。

研究成果の概要（英文）：As a result of this study, it became clear that the enforcement of physical 
security through civil execution procedures has significance in enabling appropriate adjustment of 
the interests of the debtor and the security interest holder, as well as the interests of the 
security interest holder and other creditors, etc. On the other hand, it also became clear that in 
cases where physical security is enforced without civil execution procedures, it is desirable to 
allow the court to be involved in order to appropriately adjust of these interests. These suggest 
the possibility of relativizing the distinction between enforcement of physical security by civil 
execution procedures and enforcement without civil execution procedures in insolvency proceedings.

研究分野：民法
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は、特に、現在準備が進められている動産・債権を目的とする譲渡担保の実行方法に関する法改正
との関係で、ありうる方向性のひとつを示すものである。具体的には、動産・債権を目的とする譲渡担保につい
て、債務者と担保権者との間の利害調整や担保権者と他の債権者等との間の利害調整を適切に行うために、民事
執行手続による実行を認めるべきことが示されるとともに、民事執行手続によらない実行に関しても、債務者と
担保権者との間の利害調整や担保権者と他の債権者等との間の利害調整を適切に行うために、裁判所の関与を認
めるべきことが示されたものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
物的担保は、債権者に、主として債務者の財産に対する特別な地位を与えることで、その債権
の実効的な実現を可能とするものである。これは、問題となる物的担保が質権や抵当権のような
伝統的な形式のものである場合には民事執行手続による実行により成り立つものとされてきた
が、問題となる物的担保が所有権留保や譲渡担保のように所有権に依拠する形式のものである
場合には民事執行手続によらない実行により成り立つものとされてきた。 
そこで、同じ物的担保の中にも、民事執行手続により実行されるものとそれ以外の方法により
実行されるものがあることをどのように考えるべきかが問われることになる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、物的担保が服する民事執行手続上の規律の意義を明らかにすることを通じて、各種
の物的担保の実行方法のあるべき姿を、倒産制度も視野に入れつつ、提示することを目的とする
ものである。 
 
３．研究の方法 
本研究では、物的担保の実行方法について一定の議論の蓄積のあるフランス法を参照すると
いう方法を採用している。 
具体的には、フランス法の下で、各種の物的担保を実行する上で、民事執行手続上の規律がど
のような役割を担っており、またそのことが、倒産手続上の規律との関係でどのような影響をも 
たらしているのかを明らかにしたうえで、こうしたフランス法の状況を参照したときに、日本法
の下では、各種の物的担保の実行について、民事執行手続及び倒産手続との関係でどのような規
律を行うことが望ましいのかを検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 研究の主な成果 
① フランス法の調査結果 
まず、本研究では、フランス法の下での、平時における物的担保の実行方法について調査した。
この結果、問題となる物的担保が伝統的な形式のものであるか所有権に依拠する形式のもので
あるかによっては、必ずしも実行方法に実質的な差異が見出されないことが判明した。そして、
物的担保が民事執行手続において実行される場合には、債務者と担保権者との間の利害調整や
担保権者と他の債権者等との間の利害調整が裁判所の関与の下で適切に行われるようになって
いるところ、物的担保が民事執行手続以外の方法で実行される場合にも、これらの利害調整が適
切に行われるように裁判所の関与が必要であると指摘されていることがわかった。 
次に、本研究では、フランス法の下での、倒産時における物的担保の実行方法についても調査
した。この結果、特に再建型の倒産手続においては、問題となる物的担保が伝統的な形式のもの
であるか所有権に依拠する形式のものであるか、問題となる実行方法が民事執行手続によるも
のであるかそれ以外のものであるかにかかわらず、一定の倒産手続上の制約に服するのが原則
であることが判明した。 
以上のことから、フランス法の下では、問題となる物的担保が伝統的な形式のものであるか所
有権に依拠する形式のものであるか、問題となる実行方法が民事執行手続によるものであるか
それ以外のものであるかにかかわらず、平時においても倒産時においても、物的担保の実行方法
に関して実質的に共通の規律を行うという方向性がみてとれる。 
② 日本法への示唆 
こうしたフランス法の調査結果をふまえると、次のような日本法への示唆が得られる。 
まず、日本法の下での、平時における物的担保の実行方法については、伝統的な形式の物的担
保と所有権に依拠する形式の物的担保との間の区別を相対化し、いずれの物的担保についても、
民事執行手続により実行するか否かを問わず、裁判所の関与の下で、債務者と担保権者との間の
利害調整や担保権者と他の債権者等との間の利害調整が適切に行われるようにすることが考え
られる。 
また、日本法の下での、倒産時における物的担保の実行方法についても、伝統的な形式の物的
担保と所有権に依拠する形式の物的担保との間の区別を相対化し、いずれの物的担保について
も、倒産手続において共通の規律を行うこととすることが考えられる。 
(2) 得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 
① 国内における位置づけとインパクト 
国内においては、現在、動産・債権を目的とする譲渡担保の実行方法について、法改正の準備
が進められている。 
従来は、これらの物的担保の平時における実行方法としては、民事執行手続によらない、裁判
所の関与のないもののみが認められてきた。これに対し、本研究によれば、これらの物的担保に
ついて、債務者と担保権者との間の利害調整や担保権者と他の債権者等との間の利害調整を適



切に行うために、民事執行手続による実行を認めることがありうることになる。また、このよう
な民事執行手続による実行と対比することで、民事執行手続によらない実行についても、やはり、
債務者と担保権者との間の利害調整や担保権者と他の債権者等との間の利害調整を適切に行う
ために、裁判所の関与を認めることが望ましいということができる。 
さらに、倒産時には、これらの物的担保を伝統的な形式の物的担保と同様に規律すべきことが
従前から指摘されていたところ、本研究は、こうした指摘を補強するものとして位置づけること
ができる。 
このように、本研究の成果は、現在準備が進められている法改正のありうる方向性のひとつを
示すものである。 
② 国外における位置づけとインパクト 
フランスでは、物的担保の実行に関する規律が国際的な取引のあり方に影響することから、近
時、フランス法の下での物的担保の実行に関する規律が、他の国の法の下での物的担保の実行に
関する規律と対比したときに、どのような特徴を有するかについての関心が高まっている。 
本研究はフランス法を参照して日本法の下での物的担保の実行に関する規律を検討するもの
であるため、フランス法の下での物的担保の実行に関する規律を日本法の下での物的担保の実
行に関する規律と対比する視点を含んでいる。そのため、本研究の成果は、フランスにとっても
有意義な側面を有するものと考えられる。 
(3) 今後の展望 
本研究の成果は、法改正の準備が進められている動産・債権を目的とする譲渡担保のみならず、
他の物的担保についても、その実行方法に関してあるべき規律を示すものである。今後は、直近
の法改正の対象となっているかどうかにかかわらず、個別の物的担保について、その実行方法に
関して具体的にどのような規律を行うべきかを検討していくことを予定している。 
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